〔例３〕１年単位の変形労働時間制の規程例
（労働時間及び休憩時間）
第１９条　労働者代表と１年単位の変形労働時間制に関する労使協定を締結した場合、当該協定の適用を受ける労働者について、１週間の所定労働時間は、労使協定で定めた起算日から１年間（対象期間）を平均して１週間当たり４０時間とする。
２　前項における労働者の始業時刻及び終業時刻は、会社が毎年、労使協定で定めた起算日の３０日前までに作成し各従業員に通知する年間勤務カレンダーによるものとする。

３　前項の年管勤務カレンダーは１年を通常期間と特定期間に区分し、それぞれの１日の始業・終業の時刻、休憩時間は次のとおりとする。
1 通常期間
	始業・終業時刻
	休憩時間

	始業　　午前　　時　　分
	　　時　　分から　　時　　分まで

	終業　　午後　　時　　分
	


2 特定期間（１年単位の変形労働時間制に関する労使協定で定める特定の期間を　
いう。）
	始業・終業時刻
	休憩時間

	始業　　午前　　時　　分
	　　時　　分から　　時　　分まで

	終業　　午後　　時　　分
	


４　１年単位の変形労働時間制を適用しない労働者について、１週間の所定労働時間は４０時間、１日の所定労働時間は８時間とする。
3 　１年単位の変形労働時間制を適用しない労働者の始業・終業の時刻、休憩時間は次のとおりとする。
	始業・終業時刻
	休憩時間

	始業　　午前　　時　　分
	　　時　　分から　　時　　分まで

	終業　　午後　　時　　分
	


（休日）
第２０条　１年単位の変形労働時間制の適用を受ける労働者の休日については、１年単位の変形労働時間制に関する労使協定の定めるところにより、対象期間の初日を起算日とする１週間ごとに１日以上、１年間に85日以上となるように指定する。その場合、年間休日カレンダーに定め、対象期間の初日の３０日前までに各労働者に通知する。
２　１年単位の変形労働時間制を適用しない労働者の休日については、以下のとおり指定し、月間休日カレンダーに定め、対象期間の初日の３０日前までに各労働者に通知する。
1 日曜日（前条第３号の特定期間を除く。）
2 国民の祝日（日曜日と重なったときは翌日）
3 年末年始（１２月　　日～１月　　日）
4 夏季休日（　　月　　日～　　月　　日）　
5 その他会社が指定する日
62

